
予算要求資料
平成３０年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理日　目：環境管理推進費
	事業名　新ぎふ食べきり運動推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　環境生活部　廃棄物対策課　企画調査係　電話番号：058-272-1111（内2715）

　　　　　　　E-mail：c11225@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　1,470千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,470
	735
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	735

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
環境への負荷軽減が図られた循環型社会の形成推進において、「３Ｒ」（リデュース、リユース、リサイクル）の推進は重要な課題のひとつである。
本県の１人１日あたりのごみ排出量（平成27年度）は906ｇで、全国平均（939ｇ）より低く、平成19年度以降は減少傾向が続いている。
家庭ごみの減量化及び循環型社会の形成推進を図るには、県民一人一人の意識向上が欠かせず、３Ｒについてはわかりやすい形で普及啓発を進めていく必要がある。
その中で、家庭ごみの約４割を占める「食品ロス」（食べられるのに廃棄される食品）の削減は重要であり、県民に対する食品ロス削減に関する効果的な啓発が必要である。
家庭ごみを含む一般廃棄物を所管する市町村や、ＮＰＯ法人等の民間団体、企業等とも連携した、継続的な取組みを実施することが必要である。

（２）事業内容

ぎふ食べきり運動協力店の登録制度等

（３）県負担・補助率の考え方

循環型社会の形成を図るため、市町村、民間団体及び企業と連携し、ごみ減量化、環境にやさしい買い物などの啓発活動を通じて、３Ｒの県民への普及を引き続き図っていく必要がある。
なお、ぎふ食べきり運動協力店の登録制度等については、地方消費者行政強化交付金を活用する（国庫補助率１／２）。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	330
	職員業務旅費

	需用費
	35
	参加者配布資料、お茶代

	使用料
	16
	会場借り上げ料

	委託料
	1,089
	ぎふ食べきり運動推進講演会

	合計
	1,470
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
長期構想　Ⅳ 美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり
２ 循環型社会づくりと地球温暖化の防止に取り組む
第２次岐阜県廃棄物処理計画（計画期間：平成24～33年度）
循環型社会の形成　①ごみ減量化の推進
（２）国・他県の状況

食品ロス問題は、国においても重要な課題となっており、関係省庁が連携して取り組むこととなった。
福井県の提唱により、平成28年度に全国の自治体（任意）で構成する「全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会」が設立された。
（３）後年度の財政負担
・ぎふ食べきり運動協力店登録制度の運用を行うため、引き続き協力店登録の募集を行う。
・ぎふ食べきり運動を推進するため、講演会を開催する
・全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会の全国大会等へ参加し、情報収集に努める。
（４）事業主体及びその妥当性
・事業主体　県
・国において、食品ロス削減国民運動（「NO-FOODLOSSプロジェクト」）及び宴会時の食べ残しを減らすためのキャンペーンである「3010運動」が推進されていること、更に、自治体ネットワークである全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会ではすべての都道府県が参加し、食べきり運動の普及、啓発を行っている。
このように全国的な運動が推進されていることから、一般廃棄物の処理は市町村の責務において実施されるものではあるが、県が率先して食べきり運動の普及、啓発に取組む必要がある。

事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
循環型社会の形成を図るため、ごみ減量化につながる啓発活動を通じて、３Ｒの県民への普及を引き続き実施していく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	ぎふ食べきり運動協力店登録店舗数
	０店
（H29）
	（H30）
	（H31）
	０
（H29）
	200店
（H32）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	家庭ごみの約４割を占める「食品ロス」（食べられるのに廃棄される食品）の削減は重要であり、県民に対する食品ロス削減に関する効果的な啓発が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか




